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生産費４割減を実現する稲作経営技術パッケージ  
 

試験研究計画名：農業生産法人が実証するスマート水田農業モデル（IT 農機・圃

場センサ・営農可視化・技能継承システムを融合した革新的大

規模稲作営農技術体系の開発実証） 
研究代表機関名：国立大学法人 九州大学 
 

技術体系開発のねらい：  
米の生産コストを現状の全国平均から４割削減することが政策的目標として設定されて

います。そこで、本研究においては、30ha～160haの我が国を代表する稲作経営（農業生

産法人４社）が参画し、米生産費４割減を達成できる革新的な次世代稲作経営技術パッケ

ージを確立するための大規模実証研究を行いました。 
 

開発技術の特性と効果： 
開発した稲作経営技術パッケージは、各経営の戦略や立地条件に対応した実践的技術の

最適組合せです。図１には、本研究に参画した農業生産法人４社の稲作経営技術パッケー

ジを例示しています。例えば「機械体系１セットによる 100ha超稲作経営技術パッケージ」

では、圃場集積・団地化・大区画化（平均 33a、最大 2ha）、多品種・作期分散（2 カ月半）、

作業専門化、従事者の自立分散型生産管理等により、田植機・コンバイン各 1台で 100ha

超の作付けを可能にし、機械・施設稼働率向上・生産コスト低減を実現しています。 

 
表１は、本研究で開発・実

証した主な要素技術を示して

います。栽培技術では、高密

度育苗栽培技術（玄米 1kgあ

たり 5.8 円～8.8 円削減）、

流し込み施肥技術（同 1.1～

2.9 円削減）、気象変動対応

型栽培技術（同 8.7円削減）

等により、一層の生産コスト

低減（技術導入費用考慮済み）

が可能であることも明らかに

しました。また、IT関連では、

図１ 稲作経営技術パッケージ 

表１ 本研究で開発・実証した主な要素技術 



図２ 全国 15ha 以上層との農匠技術パ

ッケージの玄米 1kg 生産費比較 

営農可視化システム FVS水田センサによる水管理省力化（労働時間約５割減）、FVS（Farm 

Visualization System）農作業映像コンテンツによる作業時間削減（熟練者１割、初心者

５割減）、ICT を活用した圃場均平化や飽水管理による収量向上（５～８％）等の効果も

確認されています。 

この他、本研究で既に実践段階にあることが実証された技術パッケージの主な実践技術

は、大区画化均平化、施肥、育苗栽培方法に区分できます。各区部の技術は、各農業法人

の営農現場で実際に実践されているもので、実用性が高く全て普及段階にあります。例え

ば、土壌分析・単肥施肥（玄米 1kgあたりコスト 1.9円削減）やフレコン発酵鶏糞ペレッ

ト施肥（同 1.9円削減）、苗箱施肥（同 0.1～13円削減）、疎植（同 3.9円）等の要素技

術の組合せの普及により、米生産費の削減が期待できます。 

 

開発技術の経済性： 
全国平均全算入生産費は玄米 1kgあたり

256.9円（2014年産）ですが、開発した技

術パッケージにより 30ha規模ではコスト

40%削減、100ha超規模では 42%削減されま

す。全国 15ha以上層の生産費に比較して

も、２～３割のコスト低減が期待できます

（図２）。 

 

こんな経営、地域におすすめ：  

開発した技術パッケージは、水稲作付面

積 30～150ha規模の農業生産法人 4社（滋

賀、茨城、石川、熊本）における現地実証

に基づいており、関東～九州まで幅広い地 

域で適応可能です。また、経営革新の意向 

がある個別稲作経営や集落営農組織へも適用できます。 

技術導入に当たっての留意事項： 

本研究で開発・実証した要素技術の水稲高密度育苗移植栽培や水稲用流し込み施肥技術

は実用化も進んでおり実証導入段階にあります。また、FVS 水田センサによる水管理省力

化（労働時間約５割減）、農作業映像コンテンツによる作業時間削減（熟練者１割、初心

者５割減）、圃場均平化や飽水管理による収量向上（５～８％）、苗箱施肥によるコスト

低減（２～９％）等、その他、本技術パッケージに関する最新情報などは農匠ナビ 1000
公式 WEB サイト 
http://www.agr.kyushu-u.ac.jp/lab/keiei/NoshoNavi/NoshoNavi1000/を参照下さい。 

 

研究担当機関：九州大学、（有）フクハラファーム、（有）横田農場、（株）ぶった農産、

（株）AGL、ヤンマー（株）、ソリマチ（株）、滋賀県農業技術振興センター、石川県農林

総合研究センター、茨城県農業総合センター、茨城県南農林事務所、東京農工大学、農研

機構九州沖縄農業研究センター、中央農業総合研究センター 

お問い合わせは：九州大学大学院農学研究院・南石晃明・長命洋佑  
        E-mail: nanseki@agr.kyushu-u.ac.jp, chomei@agr.kyushu-u.ac.jp  
執筆分担：九州大学大学院農学研究院 南石晃明・長命洋佑 




